



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































日本 イギリス ドイツ フランス アメリカ
事業用資産に
係る相続税の
軽減措置
非上場株式：
10％軽減事業用宅地：
80％軽減
事業用資産
100％減※同族会社の事業
用の土地にっい
ては50％減
事業用資産35％軽減
（22．5万ユーロ控除後）
事業用資産
75％軽減
事業用資産
130万ドルまで
非課税
非上場株式に
係る主な要件
申告期限まで保
有し、かつ、役
員であること
相続前2年間の資
産保有、相続後の
継続要件なし
相続後5年間継続保有 相続後6年
間継続保有、
5年以上事
業に従事
相続後io年問のう
ち5年以上事業に
従事
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